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鴨川市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条
例(平成26年鴨川市条例第20号)新旧対照表（一部抜粋） 

現行 改正後 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

 ５ 指定介護予防支援事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等の

ため、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を

実施する等の措置を講じなければならない。 

(運営規程) (運営規程) 

第20条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所ごとに、

次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程(以下「運営規

程」という。)を定めておかなければならない。 

第20条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所ごとに、

次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程(以下「運営規

程」という。)を定めておかなければならない。 

(１)～(５) （略） (１)～(５) （略） 

 (６) 虐待の防止のための措置に関する事項 

(６) （略） (７) （略） 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第21条 （略） 第21条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

 ４ 指定介護予防支援事業者は、適切な指定介護予防支援の提供を確保

する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を

背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものによ

り担当職員の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化

等の必要な措置を講じなければならない。 

 (業務継続計画の策定等) 

第21条の２ 指定介護予防支援事業者は、感染症又は非常災害の発生時

において、利用者に対する指定介護予防支援の提供を継続的に実施し、

及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画(以下「業務継続

計画」という。)を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じ

なければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、担当職員に対し、業務継続計画につい

て周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければ
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ならない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、

必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

 (感染症の予防及びまん延の防止のための措置) 

第23条の２ 指定介護予防支援事業者は、当該指定介護予防支援事業所

において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置

を講じなければならない。 

(１) 当該指定介護予防支援事業所における感染症の予防及びまん延

の防止のための対策を検討する委員会(テレビ電話装置その他の情

報通信機器(以下「テレビ電話装置等」という。)を活用して行うこ

とができるものとする。)をおおむね６月に１回以上開催するととも

に、その結果について、担当職員に周知徹底を図ること。 

(２) 当該指定介護予防支援事業所における感染症の予防及びまん延

の防止のための指針を整備すること。 

(３) 当該指定介護予防支援事業所において、担当職員に対し、感染

症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施す

ること。 

(掲示) (掲示) 

 (虐待の防止) 

第29条の２ 指定介護予防支援事業者は、虐待の発生又はその再発を防

止するため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

(１) 当該指定介護予防支援事業所における虐待の防止のための対策

を検討する委員会(テレビ電話装置等を活用して行うことができる

ものとする。)を定期的に開催するとともに、その結果について、担

当職員に周知徹底を図ること。 

(２) 当該指定介護予防支援事業所における虐待の防止のための指針

を整備すること。 

(３) 当該指定介護予防支援事業所において、担当職員に対し、虐待

の防止のための研修を定期的に実施すること。 

(４) 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこ

と。 
 


